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○ 出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令（平成２年法務省

令第 16 号）（抄） 

 

 

  出入国管理及び難民認定法（以下「法」という。）第七条第一項第二号の基準は、法第

六条第二項の申請を行った者（以下「申請人」という。）が本邦において行おうとする次の

表の上欄に掲げる活動に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 

活 動 基 準 

（略） （略） 

法別表第一の二の表の

技術・人文知識・国際

業務の項の下欄に掲げ

る活動 

申請人が次のいずれにも該当していること。ただし、申請人が、

外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法（昭和六

十一年法律第六十六号）第五十八条の二に規定する国際仲裁事件

の手続についての代理に係る業務に従事しようとする場合は、こ

の限りでない。 

一 申請人が自然科学又は人文科学の分野に属する技術又は知

識を必要とする業務に従事しようとする場合は、従事しようと

する業務について、次のいずれかに該当し、これに必要な技術

又は知識を修得していること。ただし、申請人が情報処理に関

する技術又は知識を要する業務に従事しようとする場合で、法

務大臣が告示をもって定める情報処理技術に関する試験に合

格し又は法務大臣が告示をもって定める情報処理技術に関す

る資格を有しているときは、この限りでない。 

イ 当該技術若しくは知識に関連する科目を専攻して大学を

卒業し、又はこれと同等以上の教育を受けたこと。 

ロ 当該技術又は知識に関連する科目を専攻して本邦の専修

学校の専門課程を修了（当該修了に関し法務大臣が告示をも

って定める要件に該当する場合に限る。）したこと。 

ハ 十年以上の実務経験（大学、高等専門学校、高等学校、中

等教育学校の後期課程又は専修学校の専門課程において当

該技術又は知識に関連する科目を専攻した期間を含む。）を

有すること。 

二 申請人が外国の文化に基盤を有する思考又は感受性を必要

とする業務に従事しようとする場合は、次のいずれにも該当し

ていること。 

イ 翻訳、通訳、語学の指導、広報、宣伝又は海外取引業務、

服飾若しくは室内装飾に係るデザイン、商品開発その他これ

らに類似する業務に従事すること。 

ロ 従事しようとする業務に関連する業務について三年以上

の実務経験を有すること。ただし、大学を卒業した者が翻訳、

通訳又は語学の指導に係る業務に従事する場合は、この限り

でない。 

三 日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を

受けること。 

（略） （略） 
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法別表第一の二の表の

技能の項の下欄に掲げ

る活動 

申請人が次のいずれかに該当し、かつ、日本人が従事する場合に

受ける報酬と同等額以上の報酬を受けること。 

一 料理の調理又は食品の製造に係る技能で外国において考案

され我が国において特殊なものを要する業務に従事する者で、

次のいずれかに該当するもの（第九号に掲げる者を除く。） 

イ 当該技能について十年以上の実務経験（外国の教育機関に

おいて当該料理の調理又は食品の製造に係る科目を専攻し

た期間を含む。）を有する者 

ロ 経済上の連携に関する日本国とタイ王国との間の協定附

属書七第一部Ａ第五節１（ｃ）の規定の適用を受ける者 

二 外国に特有の建築又は土木に係る技能について十年（当該技

能を要する業務に十年以上の実務経験を有する外国人の指揮

監督を受けて従事する者の場合にあっては、五年）以上の実務

経験（外国の教育機関において当該建築又は土木に係る科目を

専攻した期間を含む。）を有する者で、当該技能を要する業務

に従事するもの 

三 外国に特有の製品の製造又は修理に係る技能について十年

以上の実務経験（外国の教育機関において当該製品の製造又は

修理に係る科目を専攻した期間を含む。）を有する者で、当該

技能を要する業務に従事するもの 

四 宝石、貴金属又は毛皮の加工に係る技能について十年以上の

実務経験（外国の教育機関において当該加工に係る科目を専攻

した期間を含む。）を有する者で、当該技能を要する業務に従

事するもの 

五 動物の調教に係る技能について十年以上の実務経験（外国の

教育機関において動物の調教に係る科目を専攻した期間を含

む。）を有する者で、当該技能を要する業務に従事するもの 

六 石油探査のための海底掘削、地熱開発のための掘削又は海底

鉱物探査のための海底地質調査に係る技能について十年以上

の実務経験（外国の教育機関において石油探査のための海底掘

削、地熱開発のための掘削又は海底鉱物探査のための海底地質

調査に係る科目を専攻した期間を含む。）を有する者で、当該

技能を要する業務に従事するもの 

七 航空機の操縦に係る技能について二百五十時間以上の飛行

経歴を有する者で、航空法 （昭和二十七年法律第二百三十一

号）第二条第十八項 に規定する航空運送事業の用に供する航

空機に乗り組んで操縦者としての業務に従事するもの 

八 スポーツの指導に係る技能について三年以上の実務経験（外

国の教育機関において当該スポーツの指導に係る科目を専攻

した期間及び報酬を受けて当該スポーツに従事していた期間

を含む。）を有する者若しくはこれに準ずる者として法務大臣

が告示をもって定める者で、当該技能を要する業務に従事する

もの又はスポーツの選手としてオリンピック大会、世界選手権

大会その他の国際的な競技会に出場したことがある者で、当該

スポーツの指導に係る技能を要する業務に従事するもの 

九 ぶどう酒の品質の鑑定、評価及び保持並びにぶどう酒の提供
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（以下「ワイン鑑定等」という。）に係る技能について五年以

上の実務経験（外国の教育機関においてワイン鑑定等に係る科

目を専攻した期間を含む。）を有する次のいずれかに該当する

者で、当該技能を要する業務に従事するもの 

イ ワイン鑑定等に係る技能に関する国際的な規模で開催さ

れる競技会（以下「国際ソムリエコンクール」という。）に

おいて優秀な成績を収めたことがある者 

ロ 国際ソムリエコンクール（出場者が一国につき一名に制限

されているものに限る。）に出場したことがある者 

ハ ワイン鑑定等に係る技能に関して国（外国を含む。）若し

くは地方公共団体（外国の地方公共団体を含む。）又はこれ

らに準ずる公私の機関が認定する資格で法務大臣が告示を

もって定めるものを有する者 

（略） （略） 

 


